
事業の概要

3
児童遊園地ト
イレ改修事業

①大貫海浜児童遊園地のトイレを簡易水洗化することによ
り、衛生面の向上及び感染症対策の強化を図る。
②トイレ改修工事
③915,000円
④大貫海浜児童遊園地トイレ

913,440 913,000 0 440 R3.6.22 R3.12.31
【大貫海浜児童遊園地トイレ改修工事】
　913,440円

　大貫海浜児童遊園地のトイレを簡易水洗化
することにより、衛生面の向上及び感染症対
策の強化を図ることができた。

子育て支援課

5
ワクチン接種
協力医療機関
支援事業

①新型コロナウイルスワクチン接種の協力医療機関を支援す
るため、個別接種協力施設に30万円を給付し、基本型接種施
設には50万円を上乗せして給付する。
②.③
　ワクチン接種協力医療機関支援金
　　基本型　　500,000円× 3施設＝1,500,000円
　　個別接種　300,000円×15施設＝4,500,000円
　通信運搬費　140円×15施設×3回＝　 6,300円
　合　計　　　　　　　　　　　 　6,006,300円
④ワクチン接種協力医療機関

5,100,000 5,100,000 0 0 R3.6.22 R3.9.30

【ワクチン接種協力医療機関支援金】
　・基本型　　500,000円× 3施設＝1,500,000円
　・個別接種　300,000円×12施設＝3,600,000円
　・合　計　　　　　　　　　　　 5,100,000円

　各医療機関の状況に応じた本事業の給付に
より、新型コロナウイルス感染症状況下にお
いて、医療機関の運営はもとより、一層の感
染症対策が講じられ、市民が安心して医療機
関を受診できる体制が図られた。

健康づくり課

6
ＷＥＢ版総合
防災マップ構
築事業

①総合防災マップのＷＥＢ版を構築することで、市民が各種
ハザードマップや避難所及び災害時の避難状況について、イ
ンターネットを活用して把握することができ、コロナ禍にお
ける分散避難等につなげる。
②ＷＥＢ版総合防災マップ構築業務委託料
③1,130,000円×1.1＝1,243,000円
④市民

1,205,600 1,205,000 0 600 R3.6.22 R4.3.31
【ＷＥＢ版総合防災マップ構築業務委託料】
　1,096,000円×1.1＝1,205,600円

　富津市ＷＥＢ版防災ハザードマップを構築
したことで、平時にはＷＥＢ地図を利用し、
自分で選択した地点のハザード情報や避難所
までのルートを自由に確認することができる
ほか、災害時には避難所の開設状況や収容状
況、道路の通行止めなどの情報を確認するこ
とができるなど、市民の防災力の向上を図っ
た。

防災安全課

7
避難所感染症
対策事業

①避難所の感染症対策に万全を期すため、防災用パーテー
ションを整備する。
②防災用パーテーション
③25,000円×20箇所×15台×1.1＝8,250,000円
④避難者、避難所

7,590,000 7,590,000 0 0 R3.6.22 R3.12.31
【防災用備品】
　バーテーション（防災キューブ）
　23,000円×300台×1.1＝7,590,000円

　市内の防災備蓄倉庫や避難所となる体育館
等にパーテーションを備蓄し、避難所の感染
症対策やプライバシーの確保など、避難所の
環境整備を図った。

防災安全課

8
分散勤務環境
整備事業

①庁舎内における感染拡大の防止及び行政機能を継続させる
ため、分散勤務体制の強化を図る。
②.③
　ＬＡＮ配線整備業務委託料　　572,000円
　回線手数料　　　　　　　　　 51,200円
　パソコンリース料（6台）　　 264,000円
　電話機増設工事　　　　　　　550,000円
　電源増設工事　　　　　 　 　500,000円
　机（6台）　　　　　　　　　 978,780円
　椅子（12脚）　　　　　　　1,016,400円
　パーテーション（6基）　　　 554,400円
　デスクライト（12台） 　　　 211,200円
　ブラインド（1式）　　　 　1,330,000円
　合　計　　　　　　　　　　6,027,980円
④本庁舎レストラン棟

2,571,800 1,663,000 0 908,800 R3.6.22 R3.12.31

【備品】
　・机（6台）　　　　　　　　　 689,975円
　・椅子（12脚）　　　　　　　　630,025円
　・パーテーション（6基）　　　 484,000円
　・デスクライト（12台） 　　　 211,200円
　・ブラインド（1式）　　　 　　556,600円
　・合　計　　　　　　　　　　2,571,800円

　使用を休止していたレストラン棟を分散勤
務の執務室として使用可能な状態に整備する
ことにより、感染拡大防止及び行政機能継続
のレジリエンスが高められた。

資産経営課

9
分散勤務環境
整備事業

①庁舎内における感染拡大の防止及び行政機能を継続させる
ため、分散勤務体制の強化を図る。
　 コロナ禍における職員の分散勤務体制を整えるため、現在
使用していない場所を活用することから、現在使用していな
い空調を交換する。
②レストラン棟エアコン交換修繕
③個別運転用マルチ室外機（1台）　 　 1,650,000円
　天井ビルトインマルチ室内機（3台）  　904,200円
　リモコン（1台）　　　　　　　　　　 　30,800円
　工事費（1式）　　　　　　　　 　　　 759,000円
　諸経費（1式）　　　　　　　　 　　　 594,000円
　運搬費（1式）　　　　　　　　 　　　  22,000円
　合　計　　　　　　　　　　　　 　　3,960,000円
④本庁舎レストラン棟

3,960,000 3,960,000 0 0 R3.6.21 R3.12.31

【修繕料（レストラン棟エアコン交換修繕）】
　・個別運転用マルチ室外機（1台）　 　 1,650,000円
　・天井ビルトインマルチ室内機（3台）  　904,200円
　・リモコン（1台）　　　　　　　　　　 　30,800円
　・工事費（1式）　　　　　　　　 　　　 759,000円
　・諸経費（1式）　　　　　　　　 　　　 594,000円
　・運搬費（1式）　　　　　　　　 　　　  22,000円
　・合　計　　　　　　　　　　　　 　　3,960,000円

　使用を休止していたレストラン棟を分散勤
務を行う執務室とする一環として、空調設備
を整備し、事務や作業を行う空間を確保する
ことで感染症対策を強化することができた。

資産経営課
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10
非接触型レジ
システム導入
事業

①非接触型レジシステムを導入することで、金銭受け渡し時
の接触機会を軽減することにより、感染症予防対策を図る。
②非接触型レジシステム
③1,223,000円×3台＝3,669,000円
④本庁舎、天羽行政センター

2,748,900 2,748,000 0 900 R3.6.22 R3.9.30
【備品】
　非接触型レジシステム　916,300円×3台＝2,748,900円

　窓口利用時の接触機会の減により感染リス
クの低減に寄与し、感染者数が増加した時期
においてもクラスターの発生もなく業務継続
することができた。

市民課
課税課
天羽行政センター

11
庁舎等自動水
栓化事業

①本庁舎及び公民館において、水道の一部の自動水栓化を実
施することにより、感染症対策の強化を図る。
②水道自動水栓化工事
③73,700円×72箇所＝5,306,400円
④本庁舎、公民館、市民会館

4,524,300 4,524,000 0 300 R3.6.22 R3.9.30

【水道自動水栓化工事】
　・本庁舎41箇所　    　　　　　　　 2,915,000円
　・中央公民館7箇所     　　　　　　 　374,000円
　・富津公民館15箇所、埋立記念館2箇所　880,000円
　・市民会館8箇所　　　　　　　　　　　355,300円
　・合　計　工事個所73箇所   　　　　4,524,300円

　感染症対策として、本庁舎及び公民館の水
道の一部を自動水栓にすることで、新型コロ
ナウイルス感染症対策の強化を図り、感染機
会を減らすことできた。

資産経営課
公民館

12
小中学校自動
水栓化事業

①小中学校において、水道の一部の自動水栓化を実施するこ
とにより、感染症対策の強化を図る。
②水道自動水栓化工事
③60,000円×46箇所＝2,760,000円
④小中学校

1,895,919 1,895,000 0 919 R3.6.22 R3.9.30

【水道自動水栓化工事】
　・小学校4校32箇所設置　1,446,065円
　・中学校3校8箇所設置　　 449,854円
　・合　計　　　　　　　 1,895,919円

　感染症対策として、小中学校の水道の一部
を自動水栓にすることで、新型コロナウイル
ス感染症対策の強化を図り、児童生徒が安心
して教育活動ができる環境の整備ができた。

学校教育課

14
保育所等ＰＣ
Ｒ検査事業

①公立・私立の保育所・幼稚園等において新型コロナウイル
ス感染症患者が複数人発生した場合、感染拡大の防止及び保
育等の継続を図るため、在園児・保育士等のＰＣＲ検査費用
を全額負担する。
②ＰＣＲ検査委託料
③25,000円×90人＝2,250,000円
④在園児・保育士等

1,125,000 1,125,000 0 0 R3.6.22 R4.3.31

【ＰＣＲ検査委託料】
　・25,000円×45人＝1,125,000円
　・保育所（園）園児20人・職員5人
　・放課後児童クラブ　児童15人・職員5人

　公立・私立の保育所・幼稚園等における在
園児・保育士等に係るＰＣＲ検査費用を全額
負担することにより、感染拡大の防止及び保
育等の継続が図られ、保護者等の経済的負担
も減らすことができた。

子育て支援課

17
中小企業者等
事業継続支援
給付事業

①中小企業者等は、感染症の影響により大きな影響を受けて
いる状況であることから、千葉県が実施する中小企業等事業
継続支援金の受給事業者に対し、１事業者につき５万円を上
乗せして給付する。
②中小企業者等事業継続支援給付金
③547事業者×50,000円＝27,350,000円
④中小企業者等

14,600,000 14,600,000 0 0 R3.9.22 R3.12.31
【中小企業者等事業継続支援給付金】
　事業者　292件×50,000円＝14,600,000円

　長期化する新型コロナウイルス感染症の影
響を受け、売上が大幅に減少した中小企業等
に対して給付金を支給することにより、事業
継続の一助となった。

商工観光課

18
農林漁業者事
業継続支援給
付事業

①農林漁業者は、感染症の影響により大きな影響を受けてい
る状況であることから、千葉県が実施する中小企業等事業継
続支援金の受給事業者に対し、１事業者につき５万円を上乗
せして給付する。
②農林漁業者事業継続支援給付金
③200事業者×50,000円＝10,000,000円
④農林漁業者

6,350,000 6,350,000 0 0 R3.9.22 R3.12.31

【農業者等事業継続支援給付金】
　  7事業者×50,000円＝  350,000円
【漁業者事業継続支援給付金
　120事業者×50,000円＝6,000,000円
【合　計】　           6,350,000円

　長期化する新型コロナウイルス感染症の影
響を受け、売上が減少した農業者及び漁業者
へ給付金を支給することにより、事業継続の
下支えをすることができた。

農林水産課

19
公共交通事業
者事業継続支
援給付事業

①公共交通事業者は、コロナ禍において、外出及び飲み会の
自粛、旅行及びイベントの中止など、感染症の影響を最も大
きく受けている業種であるため、１事業者につき、60万円を
限度に給付する。（中小企業者等事業継続支援給付事業は対
象外）
②公共交通事業者事業継続支援給付金
③バス　　　　　　300,000円×2路線＝600,000円
　タクシー （600,000円×2社）+（500,000円×1社）
　 　　　　 ＋（200,000円×1社）＝1,900,000円
　フェリー　　　　　600,000円×1社＝600,000円
　合　計　　　　　　　　　　　　　3,100,000円
④公共交通事業者

3,100,000 3,100,000 0 0 R3.9.22 R3.12.31

【公共交通事業者事業継続支援給付金】
　・バス　　　　　300,000円×2路線＝  600,000円
　・タクシー    （600,000円×2社）
　　　　　　  ＋（500,000円×1社）
　 　　　　   ＋（200,000円×1社）＝1,900,000円
　・フェリー　　　600,000円×1社  ＝  600,000円
　・合　計　　2路線、5社　　　　　　3,100,000円

　経営が悪化している公共交通事業者の経営
支援が図られた。

企画課
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20 抗原検査事業

（基本的対処方針（令和3年8月25日変更）32ページ目）
①小中学校、公立・私立の保育所・幼稚園、本庁舎、出先機
関等において、勤務中の職員等に発熱等の風邪症状が発生
し、医療機関を速やかに受診できない場合などに、抗原検査
キットにより迅速な検査を実施する。
②消耗品費
③抗原検査キット
　　50セット[10個入]×27,500円＝1,375,000円
④小中学校、公立・私立の保育所・幼稚園、本庁舎、出先機
関等の職員等

1,332,000 1,332,000 0 0 R3.9.22 R4.3.31
【消耗品費】
　抗原検査キット　　720個×1,850円＝1,332,000円

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴
い、医療がひっ迫する中、クラスターの発生
等を防止し、市民サービスの継続を確保する
ことができた。

健康づくり課

21
防災活動強化
事業

①感染症対策や災害対応に万全を期すため、感染症物品の購
入など避難所設備の強化を図るとともに、備蓄倉庫に感染症
物品を整理するための棚を設置する。
②.③
　フェイスシールド　　　550円×330個＝181,500円
　速乾性手指消毒液　　　4,059円×33個＝133,947円
　プラスチックグローブ　825円×33箱＝27,225円
　自立型防災ボックス　　527,428円×3台＝1,582,284円
　備蓄倉庫物品棚　　　　71,995円×4台＝287,980円
　合　計　　　　　　　　2,212,936円
④避難所、備蓄倉庫

1,822,799 1,821,000 0 1,799 R4.2.22 R4.9.30

【防災用備品】
　・自立型防災タワー
　　1,395,290円（3台）×1.1＝1,534,819円
　・備蓄倉庫物品棚
　　65,450円×4セット×1.1＝287,980円
　・合　計　　1,822,799円

　停電時に活用できる非常用蓄電池、小型
ソーラーパネル、多機能充電ケーブル、ライ
ト、スマートフォン等の設備を有するボック
ス型の自立型防災タワーを購入し、災害時に
早期に避難所となる公民館や市民会館の３施
設へ設置するなど、避難所や備蓄環境の強化
を図った。

防災安全課

23
公共的空間安
全・安心確保
事業

①職員間の感染防止のため、本庁舎などの公共施設内の事務
机にパーテーションを設置する。
②アクリルパーテーション
③10,230円×470台＝4,808,100円
④本庁舎等

2,541,000 2,480,000 0 61,000 R4.2.22 R4.9.30
【備品】
　アクリルパーテーション  565台×1式＝2,541,000円

　カウンターの上や事務机の間に設置するこ
とで来庁者及び職員の感染機会の低減が図れ
た。

資産経営課

24
マイナンバー
カード普及促
進事業

①マイナンバーカードを普及させることで、市民の来庁機会
をできる限り抑制し、感染拡大の防止を図る。
②備品
③マイナ・アシスト　427,350円×1台＝427,350円
　プリンタ　　 　　 30,250円×1台＝30,250円
　合　計　　　　　　457,600円
④天羽行政センター

427,350 427,000 0 350 R4.2.22 R4.3.31
【備品】
　マイナ・アシスト　427,350円×1台＝427,350円

　マイナアシストの導入により、カード交付
申請に要する時間を短縮することにより、接
触時間の減により感染リスクの低減に寄与
し、併せてマイナンバーカードの交付率の向
上も図ることができた。

市民課

25
福祉避難所機
能強化事業

①災害時の避難所における感染症対策として、要配慮者の分
散避難を推進するため、福祉避難所に感染症対策物品及び備
蓄品を整備する。
②.③
　マスク（18箱）[540枚]　　　　　　11,682円
　消毒液（24箱）[240本]　　　　　 660,000円
　パーテーション（42台）　　　  1,033,200円
　段ボールベッド（18組）　　　　　116,820円
　飲料水（62箱）[1,488本]　　 　  241,056円
　おかゆ（18箱）[720食]　　　 　　194,400円
　不織布毛布（41枚）　　　　　　　126,280円
　携帯トイレ（37箱）　　　　　　　113,960円
　紙おむつ等（126箱）[5,470枚]　　182,828円
　乾電池（540本）　　　　　　　　 100,848円
　タオル、ミルク、歯ブラシほか　　104,642円
　合　計　　　　　　　　　　　　2,885,716円
④福祉避難所

2,330,653 2,330,000 0 653 R4.2.22 R4.12.31

【消耗品費】
　・備蓄飲料水、備蓄食、パーティション、
　　ダンボールベットなどの要配慮者用備蓄品の購入
　　一式　1,744,310円×1.10＝1,918,741円
　　　　　　381,400円×1.08＝　411,912円
　・合　計　　　　　　　　　 2,330,653円

　コロナ禍における災害の発生に備えるた
め、福祉避難所（福祉避難所協定施設（8法
人23施設））に要する要配慮者用備蓄品等を
購入し、安全・安心な避難所生活ができる環
境整備に寄与した。

社会福祉課

－ 3 －



事業の概要

令和３年度実施計画分　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業　実施状況及び効果検証
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28
公立保育所衛
生確保事業

①公立保育所の衛生環境を向上し、感染拡大を防止するた
め、トイレの洋式化や換気機能の強化を図る。また、換気の
ため、定期的に窓や扉を開放していることから、防犯カメラ
を設置することで、子どもの安全を確保する。
②.③
　トイレ洋式化　　　385,000円×32基＝12,320,000円
　トイレ男性小⇒洋式化　605,000円×1基＝605,000円
　空気清浄機（小）　　97,900円×15台＝1,468,500円
　空気清浄機（中）　 140,800円×12台＝1,689,600円
　網戸取り付け　　　　300,000円×7園＝2,100,000円
　テーブル（密対策）　　46,200円×12台＝554,400円
　防犯カメラ　　　　　　30,000円×14台＝420,000円
　人感センサー　　　　　　10,000円×7台＝70,000円
　インターホン　　　　 　50,000円×7台＝350,000円
　合　計　　　　　　　　　　　　　　 19,577,500円
④公立保育所（7園）

12,018,500 12,017,000 0 1,500 R4.2.22 R4.12.31

【備品等】
　・トイレ洋式化（園児用13基・職員用6基）6,380,000円
　・空気清浄機（小）　　 94,270円×24台＝2,262,480円
　・空気清浄機（中）　　　 125,840円×3台＝377,520円
　・網戸取り付け（公立7所）　　　　　　　2,095,549円
　・テーブル（密対策・9台）　　　　　　　　336,000円
　・防犯カメラ　　　　　　 25,520円×14台＝357,280円
　・人感センサー　　　　　　　7,953円×7台＝55,671円
　・インターホン　　　　 　 22,000円×7台＝154,000円
　・合　計　　　　　　 　　　　　　　　 12,018,500円

　公立保育所において、トイレの洋式化、空
気清浄機の設置等により、衛生環境を向上さ
せ、感染拡大防止の強化が図れた。また、防
犯カメラの設置等により、子どもの安全確保
対策を図ることができた。

子育て支援課

29
私立保育園等
衛生確保事業

①私立保育園等における感染拡大を防止するため、換気機能
付エアコンを設置するための支援を行う。
②換気機能付エアコンの設置
③2,000,000円×7園＝14,000,000円
④保育園（4園）、幼稚園（2園）、認定こども園（1園）

4,161,500 4,161,000 0 500 R4.2.22 R4.9.30
【空調設備等設備事業補助金】
　・1,750,100円＋2,000,000円＋411,400円＝4,161,500円
　・幼稚園：2園、認定こども園：1園

　私立幼稚園等に換気機能付エアコンを設置
するための支援を行うことにより、私立幼稚
園等における感染拡大防止対策の強化が図ら
れた。

子育て支援課

30
福祉施設等応
援給付事業

①福祉施設等の感染症対策に係る経費を支援
②福祉施設等応援給付金
　入所施設：30万円、居宅事業（1事業者で2事業所以上）：
15万円、居宅事業（1事業者で1事業所）：10万円
③イ　給付金 　9事業者×300,000円＝2,700,000円
　　　　　　  16事業者×150,000円＝2,400,000円
　　　　　　　27事業者×100,000円＝2,700,000円
　ロ　事務費 　　　　　　　　　　　　 20,000円
　合　計　　　　　　　　　　　　　 7,820,000円
④福祉施設等運営事業者

7,800,000 7,800,000 0 0 R4.2.22 R4.3.31

【福祉施設等応援給付金】
　・給付金 　9事業者×300,000円＝2,700,000円
　　　　　  16事業者×150,000円＝2,400,000円
　　　　　　27事業者×100,000円＝2,700,000円
　・合　計　　　　　　　　　　　 7,800,000円

　新型コロナウイルス感染症拡大防止に取り
組んでいる市内の社会福祉施設等に対し、１
事業所あたり10万円～30万円の感染予防対策
の継続に向けた支援金を給付し、介護、障
害、児童の各種サービスの感染予防対策の継
続に寄与した。

介護福祉課

33
選挙事務感染
症対策事業

①選挙時（投票時）の感染症対策として、投票所において投
票者との接触を避けるため、投票用紙自動交付機を整備す
る。
②投票用紙自動交付機
③327,800円×19台＝6,228,200円
④選挙投票所

6,226,000 6,226,000 0 0 R4.2.22 R4.9.30
【備品】
　投票用紙自動交付機　311,300円×20台＝6,226,000円

　選挙時（投票時）の感染症対策として、投
票所において投票用紙自動交付機を導入し、
投票事務従事者と投票者との接触機会の減に
より、投票所の環境整備を図った。

選挙管理委員会事務局

34
消防・救急活
動感染症対策
事業

①消防・救急活動における感染症予防対策の充実を図るた
め、資機材及び換気設備等を整備する。
②.③
・感染症対策消耗品等　　　　　　　　　3,108,391円
・陽・陰圧装置付搬送具（感染症患者や疑いがある患者等の
搬送具）　　　　　　　　　　　　　2,393,380円
・高度シミュレーター人形（感染症による重症患者の増に備
えた高度な訓練用全身人形）　　　　2,361,700円
・点滴静注シミュレーターＶライン（感染症による重症患者
の増に備えた訓練用静脈路確保専用腕）118,800円
・救急資機材備蓄倉庫（上記、感染症対策物品の保管用倉
庫）　　　　　　　　　　　　　　　　　507,760円
・感染症対応用衣類洗濯機　　　　　　　　 89,980円
・感染症対応用電気温風式衣類乾燥機　　1,397,000円
・換気機能付エアコン：2台、空気清浄機：1台（防災拠点で
ある消防署天羽分署の空調設備を換気機能付きとすることに
より、感染症予防対策を強化）　4,488,330円
合　計　　　　　　　　　　　　　　　 14,465,341円
④消防署（本署・天羽分署）

7,727,082 7,725,000 0 2,082 R4.2.22 R4.12.31

【消耗品費等】
　・感染症対策消耗品等　　　　　　　　　965,250円
　・陽・陰圧装置付搬送具（感染症患者や疑いがある
　　患者等の搬送具）　　　　　　　　　1,391,390円
　・高度シミュレーター人形（感染症による重症患者
　　の増に備えた高度な訓練用全身人形）2,315,500円
　・点滴静注シミュレーターＶライン（感染症による
　　重症患者の増に備えた訓練用静脈路確保専用腕）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　116,160円
　・救急資機材備蓄倉庫（上記、感染症対策物品の保
　　管用倉庫）　　　　　　　　　　　　　455,202円
　・感染症対応用衣類洗濯機　　　　　　　 79,200円
　・感染症対応用電気温風式衣類乾燥機　1,176,780円
　・換気機能付エアコン：2台、空気清浄機：1台（防
    災拠点である消防署天羽分署の空調設備を換気機
    能付きとすることにより、感染症予防対策を強化）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,227,600円
　・合　計　　　　　　　　　　　　　　7,727,082円

　消防署天羽分署における換気設備等の整備
は消防事務継続に一定の効果があった。
　また、救急出動の増加に伴い感染症対策資
器材を増強整備することにより、新型コロナ
感染症にかかる現場活動を起因とした隊員の
感染報告は無く、安全に消防活動を実施する
ことができた。

消防総務課

－ 4 －
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35
学校教育活動
支援事業

①感染症の影響による夏季開校に向け、学校に気化熱式冷風
機を導入し、快適な空間での教育を提供する。
②気化熱式冷風機
③1,034,000円×18台＝18,612,000円
④小中学校

15,884,000 15,883,000 0 1,000 R4.2.22 R4.9.30

【備品】
　・気化熱冷風機（小学校8校・21台）10,675,500円
　・気化熱冷風機（中学校3校・7台）　5,208,500円
　・合　計　　　　　　　　　　　　 15,884,000円

　新型コロナウイルス感染症対策の強化とし
て、気化熱冷風機を設置することで、屋内運
動場において換気と冷却の両方の効果を上
げ、安心な環境下での教育活動を行うことが
できた。

教育総務課

36
学校保健特別
対策事業費補
助金

（学校等における感染症対策等支援事業）
①学校教育活動を継続し、子どもの学習を保障するため、学
校の感染症対策を強化する。
②保健用備品
③小学校　1,800,000円×1校＝1,800,000円
　　　　　  900,000円×7校＝6,300,000円
　中学校　1,800,000円×1校＝1,800,000円
　　　　　  900,000円×2校＝1,800,000円
　合　計　　　　　　　　 　11,700,000円
④小中学校

10,266,053 5,131,000 5,133,000 2,053 R4.2.22 R4.3.31

【保健用備品】
　・小学校消耗品　7校　　　2,014,497円
　・小学校備品　　8校　　　5,182,207円
　・中学校消耗品　3校　　　　683,519円
　・中学校備品　　3校　　　2,385,830円
　・合　計　　　　　　　　10,266,053円

　感染症対策として、小中学校へ消毒液等保
健用消耗品の購入及びデジタル身長体重計、
乾熱滅菌等の備品を設置することで、学校の
教育活動を継続し、子どもの学習を保障する
ことができ、学校の感染症対策を強化するこ
とができた。

学校教育課

37
オンライン学
習環境整備事
業

①ＧＩＧＡスクール構想により整備した全小中学校の児童・
生徒１人１台端末について、感染症の影響に備えた家庭での
オンライン学習環境を整備するため、通信環境が無い家庭に
モバイルWi-Fiルータを貸与する。
②.③
　モバイルWi-Fiルータ　9,900円×120台＝1,188,000円
　通信料　1,320円×1か月（R4.3）×120台＝158,400円
　合　計　　　　　　　　　　　　　　 　1,346,400円
④小中学校児童・生徒（通信環境が無い家庭）

1,188,000 1,187,000 0 1,000 R4.2.22 R4.3.31
【消耗品費】
　モバイルWi-Fiルータ　9,900円×120台＝1,188,000円

　通信環境が整っていない家庭を対象に、モ
バイルWi-Fiルータの貸与を行うことで、全
ての家庭でオンライン授業を受けることが可
能となり、学級閉鎖等での授業進度の遅れを
防ぐことができた。
　また、１人１台端末を活用した家庭学習や
学級の事務連絡等も行うことができ、学級閉
鎖中の重要な連絡手段となっている。

学校教育課

129,409,896 123,293,000 5,133,000 983,896合　　　計

－ 5 －


